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この広報紙は、印刷用の紙へリサイクルできます。

　小菅保健センターと高砂保健センターの乳幼児健診、育児学級
などは、平成27年２月から、最寄りの地区センターなど地域コミュ
ニティ施設に会場を変更して実施します。
　ただし、平成27年３月31日まで、一部の育児グループなどを、小
菅保健センターと高砂保健センターで実施します。対象の方には
個別通知やチラシなどでご案内します。
　平成27年４月以降、小菅・高砂保健センターでの事業実施はあ
りません。

【担当課】　▷小菅保健センター　☎3602‒8403
　　　　　▷高砂保健センター　☎3672‒8135

小菅・高砂保健センターの
乳幼児健診などの実施場所が変わります

小菅保健センター（小菅 2－19－21）

平成27年１月までの
実施場所と主な実施事業

平成27年2 ・ 3月
の実施場所

平成27年4月以降
の実施場所（予定）

南綾瀬地区センター
（堀切 7－8－22）   

小菅保健センター

南綾瀬地区センター

高砂地区センター
（高砂 3－1－39）  

高砂保健センター    

高砂地区センター　

4カ月児健診（BCG接種）・1歳6カ月児健診・
3歳児健診・乳幼児経過観察・1歳6カ月児心
理集団経過観察・2カ月児の会・3カ月児の
会・育児学級・育児グループ（3月）・1歳2カ
月児歯科健診
1歳6カ月児心理経過観察・3歳児心理経過
観察・育児グループ（2月）・育児相談・ハ
ローベビー教室・平日パパママ学級・精神
保健相談・健康づくり事業

高砂保健センター（高砂 3－26－9） 
4カ月児健診（BCG接種）・1歳6カ月児健診・
3歳児健診・乳幼児経過観察健診・1歳6カ月
児心理経過観察・1歳6カ月児心理集団経過
観察・3歳児心理経過観察・2カ月児の会・育
児学級・育児相談・1歳2カ月児歯科健診
3カ月児の会・育児グループ・精神保健相
談・健康づくり事業

区役所本庁舎開庁　月～金曜日／午前8時30分～午後5時
延長・日曜開庁　水曜日／午後7時30分まで　 第4日曜日／午前9時～正午　戸籍・住民登録など一部の業務取り扱い。詳しくは、はなしょうぶコールへ ☎6758‐2222

　

ご
自
宅
な
ど
に
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
が
利
用
可
能
な
パ
ソ
コ
ン

と
プ
リ
ン
タ
ー
の
あ
る
方
は
、

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
確

定
申
告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」

を
ご
利
用
く
だ
さ
い
（
平
成
27

年
１
月
上
旬
か
ら
作
成
可
能
と

な
る
予
定
で
す
）。

正
し
く
申
告
書
が
作
成
で
き
ま

す
　

画
面
の
案
内
に
従
っ
て
金
額

な
ど
を
入
力
す
れ
ば
、
税
額
な

ど
が
自
動
で
計
算
さ
れ
、
所
得

税（
復
興
特
別
所
得
税
）、
贈
与

税
、
個
人
消
費
税
の
確
定
申
告

書
や
青
色
申
告
決
算
書
な
ど
が

正
し
く
作
成
で
き
ま
す
。

　

作
成
し
た
申
告
書
な
ど
は
、

印
刷
し
て
郵
送
な
ど
で
提
出
で

広告　内容については広告主にお問い合わせください

き
ま
す
。

デ
ー
タ
の
保
存
が
で
き
ま
す

　

作
成
の
途
中
で
も
デ
ー
タ
を

保
存
で
き
、
保
存
し
た
デ
ー
タ

を
読
み
込
ん
で
、
作
成
を
再
開

す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。
次
年

度
の
申
告
書
の
作
成
時
に
も
保

存
し
た
デ
ー
タ
を
読
み
込
ん
で
、

住
所
・
氏
名
な
ど
の
項
目
を
引

き
継
ぐ
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
（
電
子
申
告
）
も
ご

利
用
く
だ
さ
い

　

事
前
に
電
子
証
明
書
の
取
得

（
有
料
）と
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
リ
ー
ダ

ラ
イ
タ
な
ど
の
準
備
が
必
要
で

す
が
、
作
成
し
た
申
告
書
な
ど

の
デ
ー
タ
を
電
子
送
信
す
る
こ

と
も
で
き
ま
す
。

　
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
を
利
用
し
た
場

合
に
は
、
早
期
の
還
付
処
理
や

添
付
書
類
の
提
出
省
略
な
ど
の

メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
の
「
確
定
申
告
特
集
」

（http://w
w
w
.nta.go.jp

）を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

葛
飾
税
務
署

「
確
定
申
告
書

　
　
　
作
成
会
場
」

　

所
得
税
（
復
興
特
別
所
得

税
）・
贈
与
税
・
個
人
消
費
税

の
確
定
申
告
書
作
成
会
場
を
次

の
通
り
開
設
し
ま
す
。

【
開
設
期
間
】　

２
月
２
日
㈪
〜
３
月
16
日
㈪

（
土
・
日
曜
日
、
祝
日
を
除
く
。

た
だ
し
、
２
月
22
日
㈰
・
３
月

１
日
㈰
は
開
場
）

【
受
付
時
間
】　

午
前
８
時
30
分
か
ら
（
提
出
は

午
後
５
時
ま
で
）。

【
相
談
時
間
】　

午
前
９
時
15
分
〜
午
後
５
時

　

会
場
が
混
雑
し
て
い
る
場
合

は
、
受
け
付
け
を
早
め
に
締
め

切
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

税
務
署
の
駐
車
場
は
狭
い
の

で
、
お
車
で
の
来
署
は
ご
遠
慮

く
だ
さ
い
。

【
問
い
合
わ
せ
】　

葛
飾
税
務
署

（
立
石
８
–
31
–
６
）

☎（
３
６
９
１
）０
９
４
１

（
自
動
音
声
応
答
に
よ
り
ご
案

内
し
ま
す
）

平
成
26
年
分
の
申
告
書
な
ど
の
作
成
は

国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

　

今
年
の
２
月
は
東
京
で
も

２
回
の
大
雪
に
見
舞
わ
れ
ま

し
た
。

　

都
市
部
に
お
住
い
の
皆
さ

ん
に
雪
の
対
策
を
ご
紹
介
し

ま
す
。

積
雪
時
に
外
出
す
る
と
き
の

注
意
点

▽
不
要
不
急
の
外
出
は
避
け

る▽
自
転
車
は
使
わ
な
い

▽
滑
り
に
く
い
靴
を
選
び
、

日
陰
な
ど
の
滑
り
や
す
い
と

こ
ろ
を
避
け
、
歩
幅
を
狭
め

て
歩
く

▽
荷
物
は
リ
ュ
ッ
ク
な
ど
を

利
用
し
、
両
手
が
使
え
る
よ

う
に
し
て
お
く

積
雪
時
の
自
動
車
運
転
の
注
意
点

▽
ス
タ
ッ
ド
レ
ス
タ
イ
ヤ
や

タ
イ
ヤ
チ
ェ
ー
ン
を
装
着
し
、

車
間
距
離
を
多
く
と
る

▽
急
ハ
ン
ド
ル
・
急
ブ
レ
ー

キ
・
急
発
進
を
避
け
、
積
雪

で
見
え
に
く
い
標
識
・
表
示

に
注
意
す
る

▽
万
一
に
備
え
、
け
ん
引
ロ

ー
プ
・
発
煙
筒
・
シ
ャ
ベ
ル

な
ど
を
装
備
す
る

事
前
準
備
は
万
全
に

▽
積
雪
に
よ
る
流
通
混
乱
に

備
え
、水・食
料
な
ど
を
備
蓄

す
る

▽
停
電
に
備
え
て
使
い
捨
て

カ
イ
ロ
な
ど
の
暖
房
用
品
を

準
備
し
て
お
く

雪
へ
の
備
え

～
十
分
に
気
を
付
け
て
し
っ
か
り
対
策
～

【
担
当
課
】 

防
災
課

☎（
５
６
５
４
）８
２
２
４

防
災
ミニ
情
報

防
災

情
報

上場株式などに係る配当所得および譲渡所得などに対する軽減税率
を廃止し、本則の税率が適用されます
　特別区民税・都民税の平成26年度課税（平成25年分の配当・譲渡
所得）までの軽減税率３％（特別区民税1.8％、都民税1.2％）の特
例措置が廃止されたことに伴い、特別区民税・都民税の平成27年度
課税（平成26年分の配当・ 譲渡所得）から、税率５％（特別区民税
３％、都民税２％）が、適用されます。
非課税口座内の少額上場株式などに係る配当所得および譲渡所得な
どの非課税措置（いわゆるＮＩＳＡ）が創設されました
　平成26 〜 35年までに金融商品取引業者などの営業所に開設した
非課税口座において、毎年新規投資額で１００万円を上限に、５年以
内に支払いを受けるべき配当所得および譲渡所得などが非課税とな
りました。
住宅借入金等特別税額控除に関する改正がされました
　所得税の確定申告をし、控除が所得税額から引ききれなかった場
合に住民税額から控除を受けることができます。最初の年の申告は、
税務署への確定申告が必要です。
▷適用期限の延長
　適用期限が４年間延長され、平成29年１2月3１日までになりました。
▷控除限度額の拡充
　消費税率引き上げに係る措置として、下表の通り改正されました。

平成27年度の住民税に適用される
主な税制改正

居住日 控除限度額

平成26年１ 〜 3月
97,5００円

［所得税の課税総所得金額等×5％
（特別区民税3％、都民税2％）］

平成26年4月〜平成29年１2月
１36,5００円（※）

［所得税の課税総所得金額等×7％
（特別区民税4.2％、都民税2.8％）］

（※）住宅の対価の額などに含まれる消費税率が8％または１０％である場合で
す。それ以外の場合の控除限度額は「平成26年１ 〜 3月」と同様です。

【担当課】　税務課　☎565４－8550


